
【エクアドル経済：２０１９年１０月】 

 

１．ＯＰＥＣ脱退へ 

 エクアドル政府は１日，２０１９年１２月３１日でＯＰＥＣを脱退することを発表した。脱退理由については財政健

全化及び石油を増産したいエクアドル政府にとってＯＰＥＣが実施する協調減産への参加が難しいことが挙げら

れた。サウジアラビア・エネルギー大臣は，エクアドルの石油生産量はＯＰＥＣ加盟国の中で最も少なく，今回の

脱退による影響はないと述べた。 エクアドルは１９７３年にＯＰＥＣに加盟，１９９２年に一度脱退したが，２００７

年に再加盟していた。 

 

２．経済指標 

（１）ＧＤＰ成長率上昇 

 エクアドル中銀は２０１９年第二四半期のＧＤＰ成長率が前年比０．３％上昇したと発表した。今年度第一四半

期と比べても＋０．４％の成長率であったとのこと。輸出部門と家庭消費部門での成長が著しく，特に石油輸出

及び中国，ブラジル向けのエビの輸出増加が全体のＧＤＰ成長に繋がった。 

（２）失業率の低下 

 国家統計調査局（INEC）は１６日，今年の３月及び７月の調査で３７．９％であった正規雇用率が，９月に３８．

５％に上昇したと発表した。マデロ労働大臣によれば，２０１９年に１３万件の雇用が創出されたとのこと。更に再

貧困率にも低下が見られ，約２３万人が最貧困層を抜け出したと話した。しかしながら，失業率は前回（７月）より

０．５ポイント増加し，４．９％を記録した。前年の同時期と比べた正規雇用率は約１ポイントの低下，失業率につ

いても０．９ポイントの上昇が見られた 

 

３．油田開発を巡る民間企業との国際係争 

 国際投資紛争解決センター（ICSID）が仲裁し，フランス石油企業（PERENCO）への一方的な契約解除は不当

であったとして，エクアドル政府に４億７１００万ドルの損害賠償支払いを求めた件で，エクアドル国家弁護官事

務所は同センターに対し，PERNENCO がエクアドルにおいて環境破壊に荷担したなどとして，判決無効及び審

査期間中の補償金支払い延期の申し立てを行った。 

 

４．緊縮財政策案発表 

（１）政府発表内容 （以下の案は１０月危機をうけ頓挫。５及び６参照。） 

ア． 燃料費補助金撤廃 

 大統領令８８３号により，ガソリン２種類（レギュラー，エタノールガソリン）及びディーゼルガスの価格自由化を

発表した。ガソリンは２０％～２５％，ディーゼルについては２倍以上の値上がりとなり，３日の０時より適用され

る。今回の補助金撤廃により，年間１３億ドルの歳出削減が可能となる。 

イ． 税制改革 

 年間１千万ドル以上の利益を計上している企業，プラスチック袋，デジタル・サービス，海外居住の株主配当金

への課税により５．８５億ドル収入増を見込んでいる。また，産業強化策として，産業用車，ＩＴ機器，農産業用

品，第一次産品輸入に対する関税撤廃や，海外送金税（ＩＳＤ）免除及び減額や企業への事前課税制度を検討

している。 



ウ． 労働法及び公務員法改革案 

国営企業社員の毎月１日分の給料減及び休暇が半減（年３０日から１５日），契約社員（無期限）の次回の契

約更新時より給与２０％減の検討。 

また，起業や育児休暇，重病，テレワークや期限付の契約社員制度など現代の仕事形態に合った契約システ

ムの採用を検討している。 

（２）社会的弱者層，影響をうける産業への対応策 

ア． 社会的弱者の生活保護 

 社会的弱者層へ毎月支給している生活補助金枠に３０万世帯を追加するほか，１３０万世帯に対し毎月１５ド

ルの補助金を増額する。 

イ． 産業強化策 

 上記税制改革の他，ディーゼル燃料補助金削減により影響を受けることが予想される中小農業セクターや水

産加工セクターに対し，特別電気料金の適応を実施する。 

（３）ＩＭＦの反応 

 エクアドル政府の一連の計画に対し，ＩＭＦは「経済正常化の目標に基づいた非常に重要な決断であり，また社

会的に脆弱な層の支援策も含まれていることについても，肯定的に見ている」との反応を示している。 

 

５．デモ・ストライキによる損失 

（１）石油部門 

 デモ期間中７日～１３日までの間に約２０の石油鉱区がデモ隊などにより占拠，妨害された影響で，約１８７万

バレルが生産できず，その損害は１億ドル超に上った。更に施設の破壊，略奪などにより，損害額は更に増える

とみられている。エネルギー省は，２１日になりようやく通常の生産が可能になったと発表した。 

（２）花き産業 

 花き産業はデモ期間中，デモ隊による侵入や営業妨害行為，労働者に対する暴力行為（特に女性）などを受

けた。エクアドル花き生産・輸出業者組合は１０日，上記行為により，これまでで３千万ドルの損害を被ったほ

か，花き産業従事者の内，およそ３０万家族に影響が出たと発表した。 

（３）畜産業 

 畜産業者はデモ期間中に営業停止には至らなかったものの，牛乳の出荷ルートの道路封鎖などから輸送が

できず，およそ３００万リットル（３６０万ドル）／日の損失が生じたほか，家畜の飼料が確保できず，病気の治療

もできないなどの被害も受けた。 

 

６．補助金撤廃の撤回 

（１）内容 

 １３日，政府と先住民グループは国連の仲介の下対話に応じ，その結果，政府は１４日に燃料補助金撤廃を命

じた大統領令８８３号を撤回。新たな大統領令の発出まで，ガソリン及びディーゼル燃料をデモ前の価格に戻す

と発表した。これにより，国内で１２日間続いたデモ活動が終了した。 

（２）ＩＭＦへの対応 

 IMF 経済局長は１５日，エクアドル政府がマクロ経済改革のため，全国民に配慮する動きを見せたことに対し，

歓迎の意を示した。 



 しかしながら，今回のデモにより燃料補助金撤廃を撤回したことで IMF との融資合意条件達成は難しくなると

見られているため，エクアドル政府は融資続行を目指し，同機関及び他機関との交渉を続けており，先方の反

応は好調であるとのこと。 

 

７．経済成長法案の提出 

 １８日，エクアドル政府は国会に税制改革法案，公共財政法案，金融改革法案，労働改革法案を組み込んだ，

経済成長法案を国会に提出した。内容は１００万ドル以上売り上げのある企業への追加課税，１００万～１０００

万ドル以上収入がある個人への追加課税，携帯電話プランへの贅沢税課税，デジタル・サービス（Netflix, Uber

など）への付加価値税課税，炭酸飲料への課税，起業支援，国家予算の修正上限変更，中銀の独立化などで

構成されており，これにより７億ドルの収入増を見込んでいる。 

 

８．水産養殖業関係の展示会開催 

 ２４日，グアヤキル市において，水産養殖業関連展示会が開催され，２００社が参加した（日本からも薬品関連

の参加企業あり）。同分野は前年比１９％の輸出増を記録しており，２６万件の雇用創出に貢献している。 

 

９．入札関連 

（１）新石油精製所建設計画 

 ２２日，新石油精製所建設計画への公募が締め切られ，６団体が関心を示した。今後３０日間で，送付された

応募書類（技術能力，資金力，経験などに関する企業情報）を精査し，参加可能企業を絞る方針。 

（２）代替エネルギー発電所建設計画（２件） 

 ８月にエネルギー省が一般競争入札を公示した，ロハ県風力発電所建設計画（最低出力１１０メガワット）及び

マナビ県の太陽光発電所建設計画（最低出力２００メガワット）の２件について，１０カ国の企業計２２社からの応

札があったと発表した。同案件技術委員会は来月１３日まで第一次審査を行い，翌日結果をエネルギー省のホ

ームページにて発表する。契約の締結は来年４月を予定している。 

 

１０．インドとの部分貿易協定交渉開始 

 ２３日，エクアドル及びインド政府が部分貿易協定締結に向けた交渉開始に合意した。両国間の貿易による利

益は１９．５～２７億ドルと見られており，在インド・エクアドル大使は，その半分でも達成できれば十分な成果と

なるとコメントした。関税の減税により，貿易促進を図ることで新たな製品の市場開拓を狙っているとのこと。現

在インドとの貿易は比較的少量にもかかわらず，インドからの輸入は前年の１５％，輸出は２３％成長している。 

 

１１．新規操業鉱山から産出鉱物の輸出開始 

 ７月に試掘が開始したミラドール鉱山において，運営会社が輸出基準を満たしていない（労働環境や施設，品

質管理不備など）として司法から１２０日の操業停止の判決を受けていた件で，工業統制管理機構（Arcom）は

指摘事項の内７１件につき修正完了，残りの修正部分は５３件となっている旨，発表した。手続きが順調に進み

Arcom の承認が下りれば，１１月には２万トン，およそ２３００万ドル分の濃縮銅を輸出する予定。同企業は少な

くとも売り上げの５％以上を政府に納めることになっている。エクアドル政府はフルータ・デル・ノルテ鉱山（金）が

操業を開始すれば，鉱物輸出により２０２１年までで３２億ドル以上の歳入を見込んでいる。 



 

１２．ＥＵより違法漁業取り締まりに関する警告を受ける 

 EU は３０日，エクアドル政府に対し違法漁業への取り締まりなど，合法な漁業の実施強化を要求。これによ

り，エクアドル政府は EU から正式な警告（イエローカード）を受けたこととなる。エクアドルが同要求を実行しな

かった場合，EＵ向けエクアドル産魚介製品の輸出が禁止される。 

 

１３．来年度予算案の国会提出 

 ３１日エクアドル政府は国会に対し，２０２０年度予算案を提出した。来年度予算は３１４億６９００万ドルで，今

年度に比べ，１１億６６００万ドルの削減となっている。主要収入源である原油予想価格は５１．３ドルに設定し，

およそ１億９４８０万バレルを生産する予定。予想インフレーション率は０．８４％で，歳入２２５億１６００万ドルに

対し，歳出は２５９億ドルとなる見込みで，３３億８４００万ドルの財政赤字を計上することとなる。 

 

（了） 


